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ｃ 本工事において、構造上主要な部分
（柱、梁又は耐震壁）にプレキャスト
コンクリート部材を使用する場合、構
造上主要な部分にプレキャスト部材を
使ったＲＣ造又はＳＲＣ造の建築物
（６階建以上）の設計が完了した実績
を有する者
ｄ 当機構東日本地区における平成25・
26年度の一般競争参加資格について
「建築設計」の認定を受けている者

| 共同申込みの場合
イ 施工実績
ａ 共同企業体の代表者は{イの実績を
有すること。
ｂ 共同企業体の代表者以外の構成員に
ついては、平成11年度から入札公告日
の前日までの期間に、元請として完成
後引渡しを済ませたＲＣ造又はＳＲＣ
造建築物の施工実績を有すること（共
同企業体としての実績は、出資比率が
20％以上の場合のものに限る。）。

ロ 設計実績 構成員のうちの１者が{ロ
ａからｃを満たすこと。又は実施設計を
行う者が{ロを満たすこと。

Ê 次に掲げる基準を全て満たす主任技術者又
は監理技術者（監理技術者資格者証及び監理
技術者講習修了証を有すること。）を本工事に
専任※で配置できること（共同申込みの場合
は、共同企業体の全ての構成員が配置できる
こと。）。
※対象となる工作物に一体性若しくは連続性
が認められる工事又は施工に当たり相互に
調整を要する工事で、かつ、工事現場の相
互の間隔が10キロ程度の近接した場所にお
いて同一の建設業者が施工する場合には、
同一の専任の主任技術者（監理技術者にお
いては、緩和要件なし。）がこれらの建設工
事を（原則として２件程度）を管理するこ
とができる事とする。
・「建設工事の技術者の専任等に係る取扱い
について（改正）」（平成26年２月３日付国
土建第272号）

{ 一級建築士又は１級建築施工管理技士の
資格を有する者若しくはこれらと同等以上
の能力を有する者として国土交通大臣が認
定した者であること（共同申込みの場合で
代表者以外の構成員においては、二級建築
士又は２級施工管理技士の有資格者でよ
い。）。

F̂ 施工体制に関し、次の要件を備えているこ
と。
{ 会社としての「かし処理体制」が整備さ
れていること。

| 施工に当って、会社の施工部門と品質管
理部門（監理技術者の資格を有する者が担
当すること。）がそれぞれ独立した体制を取
ることができること。

} 構造上主要な部分（柱、梁または耐震壁）
にプレキャストコンクリート部材を使用す
る場合は、(一社)プレハブ建築協会の「Ｐ
Ｃ部材品質認定規程」に基づき、認定を受
けた工場で製造されたものとする。

Ĝ 住宅建物に係る設計計画が適正であるこ
と。

Ĥ 共同企業体の構成基準 共同企業体の構成
は、\からĜをすべて満たす者で構成され、
かつ、次の{により構成しなければならない。
また、共同企業体の構成員数は、３者以内と
する。
{ 各構成員の出資比率は２者で構成される
場合にあっては、30％以上、３者で構成さ
れる場合にあっては、20％以上とし、代表
者の出資比率は構成員中最大でなければな
らない。

Î 共同企業体としての資格の認定申請等
{ 認定申請 本工事の競争入札に参加を希
望する共同企業体は、４]の申請書、資料
及び単価見積書の提出に先立ち、当機構指
定様式による入札説明書別添「共同請負入
札参加資格審査申請書」及び「特定建設工
事共同企業体協定書」等を提出し、当機構
が示した事項について審査を受け、競争参
加資格を有する者として認定を受けなけれ
ばならない（予めシステム上の登録が必要
なため、資料提出期限日の一週間前までに
提出すること。問い合わせ先は６\とす
る。）。
なお、４]の提出期間内に申請書等を提
出しない者又は競争参加資格がないと認め
られた者は、本工事の競争入札に参加する
ことができない。

| 認定資格の有効期限 認定日から本工事
が完成する日までとする。ただし、落札者
以外の者にあっては、本工事に係る契約が
締結される日までとする。

３ 設計業務の受託者等
２cの「本工事に係る設計業務等の受託者」
とは、次に掲げる者である。
株式会社 環総合設計

４ 入札手続等
\ 入札説明書、申請書、設計図面及び現場説
明書等の交付期間及び交付方法 入札説明
書、申請書、設計図面及び現場説明書等（以
下「交付資料」という。）の交付を希望する場
合は、交付資料別添のＦＡＸ専用の申込書
（略）を次の期間に送付し、申し込むこと。
ただし送料、印刷費等が発生する場合、実費
分は申請者負担とする。
【受付期間、申込先、送信先、問合先】
{ 受付期間 平成26年12月25日（木）から
平成27年２月６日（金）までの土曜日、日
曜日、祝日及び年末年始（12月27日から１
月４日まで）を除く毎日、午前10時から午
後４時まで

| 申込先 独立行政法人都市再生機構東日
本賃貸住宅本部コピーセンター受託業者
株式会社ブルーホップ

} 送信先 ＦＡＸ03`5323`2408（注 こ
の番号は、工務チームのＦＡＸ番号）

~ 問合先 ６]に同じ。

] 申請書、資料及び単価見積書の提出期間、
場所及び方法
{ 申請書の提出方法、期間及び場所
イ 提出方法 申請書は電子入札システム
で提出すること。ただし、やむを得ない
事由により、発注者の承諾を得て紙入札
による場合は、申請書の提出期間内に持
参又は提出期間内必着とする書留郵便に
よる郵送とする。電送によるものは受け
付けない。
ロ 提出期間 平成26年12月26日（金）か
ら平成27年２月６日（金）まで
ハ 提出場所 ６\に同じ。

| 資料及び単価見積書の提出方法、期間及
び場所
イ 提出方法 資料及び単価見積書は、予
め提出日時を提出日の３営業日前までに
東日本賃貸住宅本部工務検査部工務チー
ムまで電話で連絡のうえ、内容を説明で
きる者が持参するものとし、郵送又は電
送によるものは受け付けない。
ロ 提出日時・場所
＜東京受付＞
平成26年12月26日（金）から平成27年
２月５日（木）までの土曜日、日曜日、
祝日及び年末年始（12月27日から１月４
日まで）を除く毎日、午前10時から午後
５時まで（ただし、正午から午後１時ま
での間は除く。）
東京都新宿区西新宿六丁目５番１号新
宿アイランドタワー17階 独立行政法人
都市再生機構東日本賃貸住宅本部工務検
査部工務チーム 電話03`5323`2401

＜盛岡受付＞（受付最終日のみ、盛岡に
て受け付ける。）
平成27年２月６日（金）の午前10時か
ら午後５時まで（ただし、正午から午後
１時までの間は除く。）
岩手県盛岡市中央通一丁目７番25号朝
日生命盛岡中央通ビル８階 独立行政法
人都市再生機構岩手震災復興支援本部
（申請書、資料及び単価見積書に関す
る問い合わせ先は、盛岡受付の場合にお
いても、上記工務検査部工務チームとす
る。）

| 平成11年度から入札公告日の前日までの
期間に、単独申込み及び共同申込みの代表
者にあってはD̂{イに掲げる工事につい
て、{の有資格者としての経験を有する者
（共同申込みの場合で代表者以外の構成員
においては、工事実績は問わない。）である
こと。ただし、次のａ及びｂに掲げる基準
を全て満たさない場合は、同種の工事の経
験とはみなさない。
ａ 対象工事の契約時点で{の資格を有し
ていること。
ｂ 対象建築物の工事着工（現場施工に着
手する日）から竣工（建築主事等による
完了検査の日）までの全ての期間に従事
していること。

} 申請者と直接的かつ恒常的な雇用関係が
あること。
なお、恒常的雇用関係とは申請書、資料
及び単価見積書の提出日に雇用関係がある
ことをいう。
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